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  本号の主なニュース 

１．消費税転嫁対策の取組について 
２．平成２８年経済センサス‐活動調査の実施について 

３．平成２８年度繊維関連予算概算要求について  

 
 

◇ 消費税転嫁対策の取組について ◇ 

 

 中小企業庁の担当者が来会され、来年度の消費税増税（８％⇒１０％）に向け、転

嫁拒否行為未然防止の取組や具体的な違反となる事例の対策等についての指導があり、

引き続き消費税転嫁対策の取組についての協力依頼がありました。 

また、現在までの取組については以下のとおりであります。 

 

平成２７年７月１６日 

公正取引委員会 

１ はじめに 

  公正取引委員会は、平成２６年４月１日の消費税率の引上げを踏まえ、消費税の円

滑かつ適正な転嫁を確保する観点から、消費税の転嫁拒否等の行為（以下「転嫁拒否

行為」という。）の未然防止のための取組と、転嫁拒否行為に対する迅速かつ厳正な

対処のための取組を進めてきた。 

  公正取引委員会は、転嫁拒否行為に関する情報を積極的に収集するため、消費税率

の引上げが実施された平成２６年４月以降、中小企業庁と合同で、中小企業・小規模

事業者に対する悉皆的な書面調査や、大規模小売事業者及び大企業等に対する書面調

査を実施したが、平成２７年度においても、引き続き、これらの書面調査を実施して

おり、これらによって把握した情報等を踏まえ、転嫁拒否行為に対して消費税転嫁対

策特別措置法に基づき迅速かつ厳正に対処しているところである。 

また、平成２６年４月から平成２７年３月までに１９件の勧告・公表を行ったほか、

平成２７年４月から６月までに８件の勧告・公表を行ったところである。 
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今後も引き続き、転嫁拒否行為に対して迅速かつ厳正に対処していくとともに、重

大な転嫁拒否行為が認められた場合には勧告・公表を積極的に行うこととしている。

また、転嫁拒否行為の未然防止のための取組についても、引き続き実施していく。 

 

 

２ 転嫁拒否行為に対する迅速かつ厳正な対処のための取組 

（１）転嫁拒否行為に関する情報収集 

  ア 中小企業・小規模事業者等に対する悉皆的な書面調査 

    公正取引委員会は、平成２６年度において、中小企業庁と合同で、中小企業・

小規模事業者等（売手側）から転嫁拒否行為に関する情報提供を求めるため、中

小企業・小規模事業者等全体に対して、広く調査票を送付又は配布して、書面調

査を実施した。 

    転嫁拒否行為は、今後も行われる可能性があることから、平成２７年度内にわ

たって違反行為を監視するため、平成２７年４月以降も書面調査を引き続き実施

しているところである。 

 

  イ 大規模小売事業者及び大企業等に対する書面調査 

    公正取引委員会は、平成２６年度に引き続き、平成２７年６月、中小企業庁と

合同で、大規模小売事業者及び大企業等（買手側）に対して報告義務を課して回

答を求める書面調査を実施した。 

 

  ウ 事業者及び事業者団体に対するヒアリング調査 

    公正取引委員会は、転嫁拒否行為に関する情報等を把握するため、これまでに

１万１４３８社の事業者及び１，７６４の事業者団体に対してヒアリング調査を

実施した（平成２７年６月末時点）。 

 

（２）転嫁拒否行為に対する調査及び勧告・指導 

公正取引委員会は、様々な情報収集活動によって把握した情報を踏まえ、立入

検査等の調査を積極的に実施しており、違反行為が認められた事業者に対しては

転嫁拒否行為に係る不利益の回復などの必要な改善措置を迅速に行っている。ま

た、重大な転嫁拒否行為が認められた場合には、勧告・公表を積極的に行ってい

る。 

公正取引委員会は、平成２７年４月から６月までに８件の勧告を行い、平成２

５年１０月から平成２７年６月までの勧告件数の合計は２７件である。 

また、公正取引委員会及び中小企業庁は、平成２７年４月から６月までに２０

８件の指導を行い、平成２５年１０月から平成２７年６月までの指導件数の合   

計は１，９３６件である。 

勧告及び指導について行為類型別で分類すると、買いたたき（消費税転嫁対策
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特別措置法第３条第１号後段）が１，６２５件、本体価格での交渉の拒否（同法

第３条第３号）が２４６件、役務利用・利益提供の要請（同法第３条第２号）が

７０件及び減額（同法第３条第１号前段）が６２件となっている（合計２，００

３件）。 

 

（３）特定供給事業者が被った不利益の原状回復の状況 

公正取引委員会による勧告及び指導の結果、平成２５年１０月から平成２７年

６月までに、転嫁拒否行為によって特定供給事業者が被った不利益については、

特定事業者３０５名から、特定供給事業者３９，９９７名に対し、総額５億７５

３４万円の原状回復が行なわれた（下表参照）。 

表：特定供給事業者が被った不利益の原状回復の状況 

 原状回復を行った特

定事業者数 

原状回復を受けた特

定供給事業者数 
原状回復額 

平成２５年１０月 

～平成２７年３月 
２２８名 ３３，０９４名 ４億１１５３万円 

平成２７年４月  

～平成２７年６月 
７７名 ６，９０３名 １億６３８０万円 

合計 ３０５名 ３９，９９７名 ５億７５３４万円 

（注）各期間の原状回復額は１万円以下を切り捨てているため、各期間の原状回復額とその合計は一致しない。 

 

３ 転嫁拒否行為の未然防止のための取組 

○ 公正取引委員会主催説明会 

公正取引委員会は、消費税転嫁対策特別措置法の内容を広く周知するため、事業

者及び事業者団体を対象として、公正取引委員会主催の説明会を実施しており、平

成２６年度末までに全国５５か所において合計７０回の説明会を実施した。 

平成２７年度においては、事業者及び事業者団体を対象とした公正取引委員会主

催の説明会を全都道府県で開催することとしており、これまでに合計１７回の説明

会を実施した（平成２７年７月１５日時点）。また、現在、公正取引委員会のホー

ムページにおいて説明会の応募を受け付けているところである（以下のＵＲＬを参

照）。 

  http://www.jftc.go.jp/tenkataisaku/setumeikai.html 

当該説明会では、消費税転嫁対策特別措置法で禁止されている転嫁拒否行為の概

要やこれまでの勧告・指導事例などについて、公正取引委員会の職員が説明する。 

また、説明会の開催に併せて、転嫁拒否行為を受ける事業者等からの相談を公正

取引委員会の職員が受け付ける移動相談会を開催する。 
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問い合わせ先 

・公正取引委員会事務総局経済取引局取引部取引企画課 

  ＴＥＬ：０３－３５８１－３３７１（直通） 

ホームページ http://www.jftc.go.jp/ 

 
 

◇ 平成２８年経済センサス‐活動調査の実施について ◇ 

 

平成２７年８月２１日 

総務省統計局 

経済産業省 大臣官房 調査統計グループ 

 

 この度、総務省・経済産業省では、平成２８年６月に全ての事業所・企業を対象とした

「平成２８年経済センサス‐活動調査」を実施いたします。 

 平成２８年６月の実施に先立ち、調査の前年である平成２７年９月中旬頃に、支所等を

有する企業本社の方々に対して、調査の円滑な実施のため、企業傘下の支所等の事業内容

などを確認する「企業構造の事前確認」を行ないます。 

 つきましては、貴団体が発行される機関誌（紙）への記事、広告の掲載を通じまして、

傘下の方々へ御周知いただきますようお願い申し上げます。 

 なお、経済センサス‐活動調査は、我が国における産業構造を包括的に捉え、実態を明

らかにすることを目的とする政府の重要な調査であり、統計法（平成１９年法律第５３号）

に基づいた報告義務のある調査（基幹統計調査）として平成２４年２月に１回目を実施し、

今回は２回目の調査となります。 

 その調査結果は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に基づく地方消費税の清算の

際に利用される他、国及び地方公共団体における各種政策の立案、実施のための基礎資料

としての利活用や、経営の参考資料として事業者の方々にも広く活用していただいており

ます。 

 調査の趣旨・必要性、「企業構造の事前確認」の実施について御理解・御協力いただき

ますようお願い申し上げます。 

 

問い合わせ先 

・経済産業省 大臣官房 調査統計グループ構造統計室 

  ＴＥＬ：０３－３５０１－６６０６（直通） 
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◇ 平成２８年度繊維関連予算概算要求について ◇ 
 

平成２７年９月７日 

経 済 産 業 省 

製造産業局繊維課 

 
平成２８年度の繊維関連予算の概算要求は、繊維産業も活用できるいわゆる主要な業種

横断的施策を含め以下のとおり。 

 
１． 地域経済の活性化、中小企業・小規模事業者の支援  

 

ふるさと名物応援事業                   ２７．０億円 

平成２７年度予算額 １６．１億円 

中小企業・小規模事業者が地域資源活用や農商工連携による商品・サービスの開発や販

路開拓を行う取組を支援。  

また、複数の中小企業・小規模事業者が連携し、地域産品が持つ素材や技術などの強み

を踏まえ、明確なブランドコンセプトや基本戦略を固めるための取組や、ブランド確立や

海外販路開拓を行うためのプロジェクトを支援。（JAPANブランド育成支援事業）  

さらに、伝統的工芸品の産地への観光客誘致・海外販路開拓を後押しするため、伝統的

工芸品の産地に外部人材を招聘する取組を支援。（伝統的工芸品の産地ブランド化推進事

業） 

 
中核企業創出・支援事業                ３０．０億円【新規】 

新事業に挑戦する中小・中堅企業が全国の専門家から支援を受け、地域内外の研究機関

の技術シーズや取引先等とつながることができるプラットフォームを、成長産業（医療機

器、航空機部品、農商工連携等）の分野ごとに構築する。また、プラットフォーム等で組

成したプロジェクトの事業化や海外販路開拓に向けて、中核企業の成長をハンズオン支援

する。 

 

戦略的基盤技術高度化・連携支援事業             １４０．０億円 

平成２７年度予算額：１３８．６億円 

中小ものづくり高度化法の計画認定を受けた事業者が大学・公設試等の研究機関等と連

携して行う、製品化につながる可能性の高い研究開発、試作品開発及び販路開拓への取組

等を支援。 

 

小規模事業対策推進事業                   １１０．０億円 

平成２７年度予算額：４６．５億円 
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小規模事業者が商工会・商工会議所と一体となって作成した経営計画に基づき行う販路

開拓を支援。また、商工会・商工会議所が地域の小規模事業者と連携して行う特産品開発・

販路開拓や観光集客の取組等、複数の事業者の売上増大につながる取組を支援。 

 

中小企業・小規模事業者人材対策事業              ２５．５億円 

平成２７年度予算額：１４．５億円 

地域の中小企業・小規模事業者のニーズを把握し、地域内外の若者・女性・シニアなど

多様な人材から地域事業者が必要とする人材を発掘して、紹介・定着までを一貫して支援。

また、ものづくり現場の中核を担う人材への研修費用や、地域ぐるみで生産性向上活動を

行う「地域カイゼンスクール」からのインストラクター派遣を支援。 

中小企業取引対策事業                     １０．０億円 

平成２７年度予算額：１１．０億円 

親事業者の生産拠点閉鎖の影響を受ける中小企業者が行う新分野進出や、下請事業者が

連携して行う事業を補助することにより、特定の親事業者への依存からの脱却を支援。  

また、取引上の悩みについて無料で弁護士が相談に応じる「下請けかけこみ寺」事業や、

親事業者の調達担当者等に対して、下請代金法の遵守を求める講習会などを実施。 

 

デザイン・ブランド活用促進支援モデル分析・実証事業    ３．５億円【新規】 

地域の中小企業にとって身近な意匠・商標を活用した商品差別化・高付加価値化や地域

団体商標を活用した事業展開を支援。 

 

伝統的工芸品産業支援事業                    ４．０億円 

平成２７年度予算額：３．６億円 

伝産法の規定に基づき、各産地における伝統的工芸品の原材料確保対策事業、若手後継

者の創出育成事業のほか、観光など異分野との連携や他産地との連携事業、国内外の大消

費地等での需要開拓事業などを支援。 

 

伝統的工芸品産業振興補助金                   ７．０億円 

平成２７年度予算額：７．０億円 

伝産法の規定に基づき、伝統的工芸品産業の振興を目的とする（一財）伝統的工芸品産

業振興協会が実施する人材確保及び技術・技法継承、産地指導、普及推進、需要開拓を補

助。 

 

２． 海外市場の獲得  

 

中小企業・小規模事業者海外展開戦略支援事業          ２７．０億円 

平成２７年度予算額：２５．０億円 

海外市場に活路を見いだそうとする中小企業・小規模事業者を支援するため、①JETRO
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及び中小機構が連携して行う、海外市場等に関する情報提供、海外展開事業計画の策定、

国内外の展示会出展等への支援、②海外現地の官民支援機関が連携する「中小企業海外展

開現地支援プラットフォーム」による支援など、進出前から進出後の課題対応まで、一貫

して支援。 

 

新興国市場開拓事業                       ８．０億円 

平成２７年度予算額：８．０億円 

急速に拡大する新興国市場の獲得に向け、相手国市場の実情や我が国企業のニーズに応

じて政策資源を戦略的・集中的に投入する。政策対話を通じた相手国の産業政策・制度構

築支援、日本製品の環境性能を示すための実証事業、ミッション派遣や商談会・テストマ

ーケティング等の商機拡大の促進、安全対策を通じた我が国企業の進出環境整備を行う。 

 

３．標準化官民戦略の推進 

 

戦略的国際標準化加速事業                   １６．０億円 
平成２６年度予算額：１４．９億円 

中小・中堅企業をはじめとする我が国発の技術や製品の国際標準化に関する実証デー

タ・関連技術情報を収集し、国際標準原案の開発・提案や、その過程で得られた知見をも

とに普及を見据えた試験・認証基盤の構築等を行う。 

 

高機能JIS等整備事業                   ７．５億円 
平成２７年度予算額：５．０億円 

我が国が強みを持つ高性能材料（形態安定加工繊維製品 等）などの分野で、ミニマム

標準よりも高いレベルの性能・特性を盛り込んだ高機能ＪＩＳの開発を行うとともに、「新

市場創造型標準化制度」を活用し、中小・中堅企業が有する先端技術などについて新市場

創造・拡大、安全・安心な社会形成等に資するＪＩＳの開発を行う。 

 

４．省エネルギー・再生可能エネルギーの推進 

 

エネルギー使用合理化等事業者支援補助金         １，２６０．０億円 

平成２７年度予算額：４１０．０億円 

工場・事業場等における省エネ設備・システムへの入替や製造プロセスの改善等の改修

により、省エネや電力ピーク対策を行う際に必要となる費用を補助。また、設備単位の省

エネ効果等で申請する簡素な制度を新たに創設し、省エネ効果が高いものの自力での投資

が困難な設備の更新を重点的に支援。 

 

再生可能エネルギー事業者支援補助金           ７０．０億円【新規】 

地域における再生可能エネルギー利用の拡大を図るため、民間事業者が実施する、木質

 ７ 



バイオマスや地中熱、雪氷熱等を利用した熱利用発電や、自家消費向けの木質バイオマス

発電・太陽光発電等の発電システム、蓄電池の導入を支援。 

 

５．革新的な技術開発の推進 

 

革新的新構造材料等技術開発                  ４３．５億円 

平成２７年度予算額：４２．６億円 

部素材・製品メーカー、大学等が連携し、軽量化が求められている輸送機器への適用を

軸に、強度、加工性等の複数の機能を向上した炭素繊維複合材料、革新鋼板、マグネシウ

ム合金等非鉄軽金属材料等の高性能材料の開発に重点をおくとともに、異種材料の接着を

含めた接合技術の開発等を行う。 

 

中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業         ５．０億円【新規】 

革新的な技術シーズを有する中小・中堅企業と、これを事業化に結びつける「橋渡し機

能」を有する都道府県等の公設試等との共同研究を支援する。  

また、産総研において、中小・中堅企業の出口戦略へのコミットメントを前提とした技

術指導サービスを強化する等、地域企業における技術的課題を解決する全国レベルでの

「橋渡し」機能を強化する。 

 

国際研究開発事業                     ３．０億円【新規】 

我が国企業の産業競争力を強化するため、優れた技術を持つ海外企業との国際共同研究

開発を通じて、我が国にないような海外の優れた技術や知識等を活用し、研究開発のスピ

ードを高める等により、先端的な技術の創出を図る。 

 

６．地方創生交付金（新型交付金） 

 

自治体が独自に先駆的な取組を行える交付金。ブランディングの取組、デザイナーとの

マッチング、国内外の展示会出展費、産地の人材育成など多彩な活動への支出が可能。 

 

 

◇  「資金調達ナビ」最新の支援情報（全国版） ◇ 
 

中小機構では、Ｊ-Ｎｅｔ２１スタッフが全国の省庁や都道府県庁、支援センターな

どの公的機関のサイトに発表されている WEB 情報を収集し、リンク情報として紹介し

ています。資金制度、募集中の資金情報を資金調達の目的、方法、都道府県別に検索

できますので実施されている事業にあわせて情報を入手することが出来ます。 

中小機構ホームページ http://j-net21.smrj.go.jp/raise/index.html 

(日絹ホームページからもリンクしていますので御利用下さい) 
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（公募中案件） 

2015/9/10掲載 

割賦支払／賃料支払に係る手続き （中小企業基盤整備機構） 

割賦制度の利用が更新されました。適用日は 9月 10 日からです。割賦制度を利用すると、

初期投資の負担が軽減されます。 

 

2015/8/28掲載 

新事業を展開する際の外部専門機関等へ依頼して行う FS調査経費の一部を補助

（経済産業省） 

【平成２６年度補正「地域イノベーション協創プログラム補助金（新事業展開実現可能性

調査事業）」の三次公募について】本補助事業は、地域の中堅・中小企業が新事業を展開

する際の実現可能性調査事業に要する経費の一部を国が補助することにより、地域の中

堅・中小企業の成長及び地域の戦略産業の創出・育成を促すとともに、地域における産業

集積を推進し、もって地域経済全体の引き上げを図ることを目的とするものです。この度、

平成２７年度に本事業を実施する事業者を公募します。 

・募集期間：2015/8/28– 2015/10/9 

 

2015/5/8掲載 

海外での知財係争費の一部を助成します（ジェトロ） 

【海外で知的財産権に係る係争に巻き込まれた際の係争費用の一部助成（防衛型侵害対策

支援事業）】海外で産業財産権に係る係争に巻き込まれており、防衛型侵害対策を行なお

うとする中小企業のお客様のために、当該対策にかかった係争費用（採択から２０１５年

１２月３１日までに発生する費用）の２／３（上限額：５００万円）をジェトロが負担し

ます。 

・募集期間： - 2015/10/30  

 

2015/5/8掲載 

海外での模倣品・海賊版の調査経費を支援します（ジェトロ） 

【海外における知的財産権の侵害調査および権利行使（模倣品対策支援事業）】海外で知

的財産権の侵害を受けている中小企業のお客様のために、模倣品・海賊版の製造元や流通

経路の特定、市場での販売状況等の現地調査を手配するとともに、その調査および一部の

権利行使にかかった経費の２／３（上限額：４００万円)をジェトロが負担します。 

・募集期間： - 2015/10/30  

 

 

 

 

 ９ 

http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.smrj.go.jp%2Fsy-navi%2Fprocedures%2Fconsider%2Finstallment_payment%2F003562.html&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2015-09-10,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU
http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.meti.go.jp%2Finformation%2Fpublicoffer%2Fkobo%2Fk150828002.html&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2015-08-28,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU
http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.meti.go.jp%2Finformation%2Fpublicoffer%2Fkobo%2Fk150828002.html&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2015-08-28,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU
http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.jetro.go.jp%2Fservices%2Fip_service_overseas&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2015-05-08,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU
http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.jetro.go.jp%2Fservices%2Fip_service&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2015-05-08,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU


動 向  

 

８月３１日 日本繊維産業連盟 第１３回環境・安全問題委員会 

９月１１日 当会 平成２７年第１回資産運用検討委員会 

９月１１日 当会 正副会長・正副理事長会議 

９月１８日 全日本帯地連盟 平成２７年度全日本帯地連盟委員総会 

９月２５日 日本繊維産業会議 合同幹事会 

９月２９日 日本繊維産業連盟 第９５回通商問題委員会 

 

 

会議予定 
 
☆ 全国中央会 組織専門委員会 

１０月 ５日（月）１３時３０分 ～ １６時 於：全中・全味ビル 

☆ ケケン試験認証センター 理事会 

１０月１５日（木）１４時３０分 ～ 於：ＫＫＲホテル東京 

☆ 中央職業能力開発協会 平成２７年度「若年技能者人材育成支援等事業」に 

係るシンポジウム 

１０月２２日（木）１３時００分 ～ １６時 於：ＪＰタワーホール＆ 

カンファレンス「ホール１，２」 

☆ 京丹後市 挑戦型企業セミナー  

第２講 繊維･機械・金属関連：有用素材の活用と地域企業連携 

１０月２６日（月）１４時 ～ １６時４０分 於：丹後・知恵のものづくりパーク 

☆ 東レ経営研究所 特別講演会 

「日本の産業競争力復活に向けて‐企業、人材、リーダーシップのあり方‐」 

１０月３０日（金）１３時３０分 ～ １７時３０分 於：日本橋三井ホール 

 

 
イベント 
 

☆ 第１回テキスタイル東京 生地･素材展 in ファッションワールド東京２０１５秋 

９月３０日（水）～１０月 ２日（金）１０時 ～ １８時  

会 場：東京ビッグサイト 

 

☆ ２０１５浜ちりめん白生地求評展示会 こだわりの撚糸技術～進化する浜ちりめん～ 

１０月 １日（木）１３時 ～ １７時  

２日（金）１０時 ～ １７時 

会 場：京都染織会館 
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☆ ２０１５きものサローネ in日本橋 

１０月 ７日（水）～ １０日（土）１１時 ～ ２３時 

会 場：YUITO 日本橋室町野村ビル５Ｆ・６Ｆ 

７日(水)～９日(金)１１時 ～ ２０時 

日本橋三井ホール COREDO 室町１５Ｆ 

８日(木)１８時～２２時  

９日(金)１２時～１７時３０分、１８時～２３時 

１０日(土)１１時～１９時 

江戸桜通り地下歩道 

８日(木)１２時～２１時  

９日(金)１０時～２１時 

１０日(土)１１時～１９時 

http://kimono-salone.com/ 

 

☆ ２０１５桐生織物“織姫展” 

１０月 ７日（水）１０時 ～ １７時  

８日（木）  ９時 ～ １６時 

会 場：綿商会館 

 

☆ 桐生テキスタイルコレクション２０１６ 

１０月 ８日（木）１０時 ～ １８時  

９日（金）１０時 ～ １７時  

会 場：青山テピア 

 

☆ 琳派誕生４００年記念「琳派 京を彩る」特別展覧会 

１０月 ９日（金）１７時 ～  

１８時３０分 ～ 能とファッションショー 

会 場：京都国立博物館 

１９時３０分 ～ 宴会ディナー 

会 場：ハイアットリージェンシー京都 

 

☆ Ｉｎｔｅｒｔｅｘｔｉｌｅ Ｓｈａｎｇｈａｉ Ａｐｐａｒｅｌ Ｆａｂｒｉｃｓ 

１０月１３日（火）～ １５日（木）９時 ～ １８時 

会 場：中国 上海 國家會展中心 

 

☆ Ｙｏｎｅｚａｗａ Ｔｅｘｔｉｌｅ Ｃｏｌｌｅｃｔｉｏｎ ２０１６ＡＷ 

１０月１４日（水）１２時 ～ １８時  

１５日（木）１０時 ～ １８時  

会 場：東京交通会館１２Ｆ 
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☆ ２０１６/１７ Ａｕｔｕｍｎ＆Ｗｉｎｔｅｒ Ｂｉｓｈｕ Ｍａｔｅｒｉａｌ Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ 

１０月１４日（水）１３時 ～ １８時  

１５日（木） ９時３０分 ～ １８時 

１６日（金） ９時３０分 ～ １７時 

会 場：青山テピア 

 

☆ 第７１９回デザインギャラリー １９５３企画展事業 丹後織物工業組合/丹後ファッションウィーク開催委員会  

１０月１４日（水）～ １１月 ９日（月）１０時 ～ ２０時（最終日 １７時まで） 

会 場：松屋銀座７階 デザインギャラリー １９５３ 

 

☆ 第３１回長浜きもの大園遊会 

１０月１７日（土） １０時 ～ １６時 

会 場：長濱八幡宮から大通寺、黒壁スクエア、長浜豊公園 

【応募締切：１０月 ５日（月）】 

http://kitabiwako.jp/syusse/enyu/ 

 

☆ 丹後きものまつりｉｎ天橋立 

１０月１８日（日）１０時 ～ １５時３０分 

会 場：日本三景 天橋立 文珠地区 

http://www.tanko.or.jp/~tanko/news/kimonomaturi.htm 

 

☆ 丹後織物総合展「Ｔａｎｇｏ Ｆａｂｒｉｃ Ｍａｒｃｈｅ」 

１０月２８日（水）～ ３０日（金）１０時 ～ １８時（最終日 １７時まで） 

会 場：ジャパンシルクセンター・蚕糸会館１・６階 

http://tango-tex.com/  

 

☆ 第１１３回博多織求評会 

１１月１２日（木）～ １５日（日）１０時 ～ １７時 

会 場：萬松山 勅賜 承天禅寺 

 

☆ 第６６回丹後織物求評会 

１１月１８日（水）～ １９日（木）１０時 ～ １７時（最終日 １６時まで） 

会 場：京都産業会館 

 

☆ ＪＦＷ ＪＡＰＡＮ ＣＲＥＡＴＩＯＮ ２０１６ 

１１月２５日（水）～ ２６日（木）１０時 ～ １８時３０分 

会 場：東京国際フォーラム ホール１ 
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☆ Ｐｒｅｍｉｕｍ Ｔｅｘｔｉｌｅ Ｊａｐａｎ ２０１６ Ａｕｔｕｍｎ/Ｗｉｎｔｅｒ 

１１月２５日（水）～ ２６日（木）１０時 ～ １８時３０分 

会 場：東京国際フォーラム ホール２ 
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